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はじめに

21世紀に向けて人口の高齢化が急速に進展する

中で，高齢者に対する介護等を中心とする保健医

療・福祉サービスに対する需要が急速に増大しつ

つあり，その一層の充実が必要となってきている。

こうした中で，介護需要の増大等に応えていく

ために，平成元年12月に高齢者保健福祉推進十か

年戦略が策定され，在宅福祉，施設福祉等につい

て平成2年度から平成11年度までに整備すべき目

標を掲げて事業の強力な推進を図ることとしてい

る。また，医療の分野においては，医学医術の進

歩による医療内容の高度化・専門化が進む一方で，

感染症等の急性疾患から成人病等の慢性疾患を中

心とする疾病構造への変化等による医療サービス

の内容に対する需要の変化が顕著であり，また，

在宅医療等新たな需要も増大してきており，これ

らに対応した医療施設機能の体系化も提案されて

いる。

このように保健医療・福祉の需要が増大する中

で，サービスの担い手である保健医療及び福祉の

分野のマンパワーの果たす役割はますます重要な

ものとなっており，その質・量両面にわたる一層

の充実が強く望まれている。しかしながら，近年

の持続的な経済の拡大の中で，若年労働力を中心

に産業全般を通じた人手不足が生じており，保健

医療・福祉マンパワーにおいても職種，地域によっ
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ては相当に確保が困難となっている。さらに，こ

れまでの出生率の低下により，今後は若年労働力

の確保は一層困難となることが予想されており，

中長期的視点に立って保健医療・福祉マンパワー

の確保方策を積極的に講ずることが喫緊の課題と

なってきている。

このような状況の中で，厚生省においては，保

健医療・福祉マンパワー問題の適切な対応を図る

ため，総合的な見地からの検討を行うこととし，

昨年8月17日に事務次官を本部長とする保健医

療・福祉マンパワー対策本部を設置したところで

ある。これまで，現状における問題点，今後の対

策等について鋭意検討を進めてきたところである

が，今般，これらのうち緊急に講ずべき対策等を

中心に中間報告をとりまとめたので公表する。な

お，このほかの中長期的な保健医療・福祉マンパ

ワー対策については，今後，さらに検討を行い，

別途取りまとめる予定である。
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Ⅰ．保健医療・福祉マンパワーについての基本的視点

1．保健医療・福祉マンパワー需給見通し

（1）保健医療・福祉マンパワーの需要の増大

・　厚生省は，昭和62年版厚生自書において，社会

保障マンパワー約330万人（昭和61年）の現状と今

後の動向について公表したが，この報告書におい

ては，それを踏まえつつ，そのうちの保健医療及

び福祉関係者に焦点を絞り，さらに掘り下げて検

討する。

・　人口の高齢化の進展，医療内容の高度化・専門

化等により，保健医療・福祉サービスに従事する

マンパワー（第一線で保健・医療・福祉の業務に

携わっている就業者を指す。）は，増加しており，

昭和63年では約220万人にのぼっている。これは，

昭和50年の約134万人の1．6倍であり，その急激な

増加は注目に値するが，それは，高齢者人口の増

加率とほぼ比例して増加している。

今後とも，仮に高齢者人口の伸びにほぼ比例し

て保健医療・福祉サービスのニーズが増大し，そ

れに比例して保健医療・福祉マンパワーの確保を

図る必要があるとすれば，平成12年（2000年）に

は約346万人が必要になると見込まれる。これを労

働力人口に占める割合で見ると昭和50年には

2．5％，昭和63年には3．6％と上昇しており，さら

に，これまでの趨勢をもとに推計した平成12年の

労働力人口（昭和62年6月労働省発表の「労働力

供給の長期予測」によるもの。表の「労働力人口

（B）」に当たる。）に占める割合では，5．1％にまで

上昇することとなる。

また，60歳以上の高齢者，主婦の労働力が可能

な限り最大限に参画した場合の労働力人口（平成

2年5月労働省発表の「労働政策企画プロジェク

トチーム報告書」によるもの。表の「労働力人口

（C）」に当たる。）に占める割合でみると，平成12年

には4．7％となる。前者の場合はもちろん，後者の

場合にも必要なマンパワーを確保するためには相

当の政策的努力が必要であることは明白である。

保健医療・福祉マンパワー総数（推計値）　　　　　　（単位：千人）

昭 和 50 年 昭 和 55 年 昭 和 61 年 昭 和 63 年 平 成 12 年
（2000年）

Ⅰ．保 健 ・医療 関係者 897 1，126 1，418 1，513 2 ，350

ⅠⅠ．社 会福 祉関係者 447 5 76 6 72 6 95 1，110

合　　　　 計 （A ） 1，344 1，702 2，090 2，208 3 ，460
（100） （126） （156） （164） （257）

高齢者 （65歳以上） 8，865 1 0，647 12 ，870 13，785 2 1，338
人 口 （100） （120） （145） （155） （241）

労働 力人口　　 （B ） 53 ，230 56 ，500 60 ，200 6 1，660 6 7，350
労働 力人口　　 （C ） ロ ロ ロ ロ 73 ，650

保健 ・医療，杜
翁碧志男梵吾完 l

A ／B 2 ．5％ 3 ．0％ 3 ．5％ 3 ．6％ 5 ．1％

A ／C ロ ／．／ ロ ロ 4 ．7％

資料：厚生省大臣官房統計情報部「病院報告」「医師・歯科医師・薬剤師調査」「厚生省報告例」「社会福祉施設調
査」，厚生省社会局「福祉事務所現況調査」総務庁統計局「労働力調査」，自治省「地方公共団体定月管理調
査」に基づき推計

注：「労働力人口（B）」は，これまでの趨勢をもとに推計した平成12年の労働力人口（昭和62年6月労働省発表の
「労働力供給の長期予測」によるもの。）

「労働力人口（C）」は，60歳以上の高齢者，主婦の労働力が可能な限り最大限参画した場合の労働力人口
（平成2年5月労働省発表の「労働政策企画プロジェクトチーム報告書」によるもの）
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（2）人手不足時代の到来と深刻化

・　マンパワーの供給面についてみると，近年の持

続的な経済の拡大によりほとんどすべての産業分

野においてマンパワー不足か′土じており，まさに

「人手不足時代の到来」と言える。

・　さらに，今後の労働力についてみても，近年の

出生数の低下により，若年労働力の著しい減少が

見込まれている。

・　若年労働力人口の減少の指標の一つとして，18

オの人口数をとってみると，平成2年には約203万

人であるが，平成3年（1991年）に207万人とピー

クに達した後は急速に減少しはじめ，平成7年

（1995年）には175万人，平成12年（2000年）には

150万人，平成17年（2005年）には141万人にまで

減少する。

18歳人口・総人口の将来推移

万人

2　3456　78　910111213141516171819202122

平成…年

「労働力供給の長期予測」によると，我が国の

労働力人口は昭和60年から平成7年（1995年）ま

では年平均1．1％の増加を続けるが，その後は年平

均0．2％の増加にとどまるとされている。（資料2

参照）また，「労働政策企画プロジェクトチーム報

告書」によると，今後，労働力率が現状のまま推

移すると，労働力の不足は平成7年（1995年）に

は約50万人，平成12年（2000年）には約260万人，

平成22年（2010年）には約910万人にまで達するも

のと見込まれるが，今後，仮に60オー64オの男子

高齢者の就業者が80万人～90万人増加し，かつ，

女子（15オー64オ）の15％を占める就業希望者（約

640万人）の労働力を最大限に活用できるとすれ

ば，平成17年（2005年）頃までは不足は出ないも

のの，それでも平成22年には約190万人が不足する
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と見られている。

・　保健医瞭・福祉分野においても，将来のマンパ

ワー不足が貴慮されるが，特に，看護職員につい

ては，すでに不足感が著しい。また，福祉の分野

においても，人員確保に関する今後の見通しは楽

観を許さないものがある。

・　また，高齢者保健福祉推進十か年戦略の実施の

ために，保健医療・福祉マンパワーの確保を進め

ていく必要があり，具体的には，平成2年度から

平成11年度にかけてホームヘルパー約7万人のほ

かに，看護職貝約5万人，寮母・介護職員約11万

人をさらに確保することが必要であると見込まれ

る。

・　このような状況の中で，高齢化に対応して労働

力人口に占める保健医療・福祉マンパワーのシェ

アを増大させるためには，他分野，他業種からの

労働力を誘導するか，上述のとおリ60オ以上の高

齢者及び女子の労働力を最大限に活用することが

必要となるが，前者の途はもちろん，後者の途も

現状のままでは容易ではないと思われる。また，

一方で，人口の高齢化が進む中で，家庭規模の縮

小，同居率の低下等家族構成の変化や女性の労働

力率に一層の上昇，さらには労働時間の短縮等労

働環境の変化が見込まれることから，保健医療・

福祉マンパワーに対するニーズが一層増大する可

能性があり，保健医療・福祉マンパワーの確保の

中長期的展望は一層深刻なものになると考えられ

る。

2．保健医療・福祉サービスの特色

・保健医療・福祉サービスについてはマンパワー

の面から見て共通する特色としては以下のことが

考えられる。

ア．対象者の生命，健康，生活や個人のプライバ

シー等に直接かかわるサービスであり，サービ

スの担い手の「豊かな人間性」が要求される一

方，高度な専門的知識，技能を必要としている

分野が多い。

イ．サービス提供者の人格や熱意といった属人的

な資質が重視されがちで，サービスの客観的な

評価基準が十分確立されにくく，サービスの客

観的評価に基づく処遇の改善が進みにくい。
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ウ．「人」を相手とする業務であり，対象者間の個

人差が大きくその特性に応じたきめ細かなサー

ビスが要求されるため，「人手」に頼る部分が多

く，本質的な部分の機械化等による省力化には

一定の限界がある。しかしながら，周辺業務に

ついては，外部委託，機械化等による省力化の

余地が相当にあると考えられる。

エ．保健医療・福祉サービスの必要量は，高齢化

に伴い不可避的に増大すると考えられる。しか

しながら，サービスの必要量は日常的な予防，

健康管理や事後のリハビリテーション，介護の

あり方等によっても大きく左右されるものであ

り，患者，要援護者，家族等が受身的にサービ

スを受けるだけでなく，福祉機器等の利用を通

じて自ら積極的に努力することにより効果を高

め，サービスの必要量を適正化することができ

ると考えられる。さらに，住宅，街路，公共施

設，交通機関，情報通信手段等を高齢者，障害

者等に対して配慮された構造としていくこと

が，住み慣れた地域社会の中で自立した生活を

送ることを可能にし，ひいては，サービスの必

要量の適正化にも影響を与えるものと考えられ

る。

オ．保健医療・福祉サービスの主たる財源は，診

療報酬や措置費，補助金等の公的資金によって

いる。このため，景気の変動にかかわりなく，

安定的に収入が確保できる反面，好景気の時期

には，民間の他業種と比べて収入の伸びがやや

立ち遅れる傾向にあることは否めない。その結

果，給与面等で制約を受けることがある。

カ．保健医療・福祉サービスの実施に当たっては，

事業主体が独自の事業を実施して，自主的な財

源を導入することにはその非営利的性格等から

様々な制約が課せられている。さらに，保健医

療・福祉サービスが，国や地方公共団体の直営

により提供される場合には，定員枠等行政組織

上の制約がある。

介護等の保健医療・福祉サービスは，日常生活

活動に支障が生じた場合に提供されるものである

が，高齢期には誰もが必要となるものであり，国

民の一人一人に自らの問題として十分意識される

必要がある。
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3．国民的課題としての取組みの必要性

・　高齢化社会における保健医療・福祉サービスの

確保は国民的課題である。この課題を達成するた

めには，保健医療・福祉マンパワーを確保するこ

とが必須の条件であるが，そのためには，国民の

理解と協力が不可欠であり，それなくしては前述

の労働力人口に占めるシェアの拡大はもちろん，

現在のシェアを維持することも困難である。

・　国民の理解と協力を得るためには，すでに述べ

たような保健医療・福祉マンパワーの特色を踏ま

えつつ，国民に対しわかりやすい目標を提示し，

それを諸対策の基礎に据えることが必要である。

今後，これらについてはさらに当本部としての検

討を進めることとしつつも，これまでの検討の中

で必要と考えられる事項は次のとおりである。

（1）受け手志向の魅力あるサービスづくり

漫然かつ画一的なサービスは対象者の自立を

損ねるだけでなく，保健医療・福祉サービスに

携わる者の社会的地位の低下にもつながりかね

ない。専門性を基礎とした受け手の側にとって

魅力あるサービスづくりが重要な課題である。

（2）魅力ある職場づくり

国民誰もが病に倒れたり，高齢期を迎えて身

体が不自由になる暗がある以上，看護や介護等

の仕事は最も重要な仕事の一つであるとの認識

を広め，誰もが認める魅力ある職場づくりを進

めることは重要な課題である。

（3）魅力ある人づくり

職場だけではなく，そこで働く人々が生き生

きとした魅力ある人々となるよう養成から就業

期間を通じた人づくりを進めることが重要な課

題である。

（4）効率的なサービス供給体制づくり

保健医療・福祉マンパワーを有効に活用し，

サービスの質を確保し，向上させていくために

はサービス相互の連携，業務の改善合理化等に

より効率的なサービス供給体制づくりを進める

ことが重要な課題である。

（5）国民皆参加のサービス社会づくり

魅力ある社会や人，サービスづくりの基礎と

なり，今後の保健医療・福祉マンパワー確保の



裾野を広げる道は，国民皆参加の意識の醸成で

あり，それに基づく多元的なサービスの展開さ

れる社会づくりである。これに向け，各団体，

企業，学校等や家庭，そして国民一人一人の意

識を啓発していく必要がある。

Ⅱ．保健医療・福祉マンパワーの現状と検討の方向

・　高齢者保健福祉推進十か年戦略を実施するに当

たり，特に，緊急性の高い職種についての現状と

検討の方向は以下のとおりである。

1．看護職員

（1）現状

〈看護職員数及び就業場所〉

・　看護職貝は看護婦養成所等において養成されて

いるが，高等学校卒業を入学資格とする看護婦

（士），中学校卒業を入学資格とする准看護婦

（士），看護婦養成所の卒業を入学資格とする保健

婦，助産婦とに分かれている。就業者総数は昭和

50年末の約44万1千人から平成元年末で約80万2

千人（看護婦（士）約40万1千人，准看護婦（士）

約35万3千人，保健婦約2万4千人，助産婦約2

万4千人）へと14年間に概ね倍増している。看護

士は昭和63年で約8千人，准看護士は約1万4千

人であり，保健婦，助産婦については男子の資格

取得は認められていない。

・　看護職貝の就業場所をみると平成元年末で病院

約59万人（昭和50年末に比べ101％増。以下カツコ

内の数字は同趣旨），診療所約17万人（54％増），

老人保健施設1，365人（昭和63年の4倍），保健所

の保健婦8，638人（21％増），市町村保健婦11，499

人（71％増）等であり，病院，診療所における就

業が圧倒的（全体の94％）であり，特に病院で働

く看護職月の増加が著しい。（資料4参照）

また，今後は，老人保健施設が著しく増加する

と思われるので，そこで働く看護職員数が著しい

伸びを示すものと見込まれる。（平成12年には約2

万2千人と推計）

〈養成の状況〉

・　看護職員については，これまでも第1次看護婦

需給計画（昭和49年～53年。最終年次必要数約49

万人），第2次看護婦需給計画（昭和54年～60年。

最終年次必要数約66万人），看護職員需給見通し

（第3次）（昭和63年～平成6年。最終年次必要数

約93万5千人）に基づき，積極的に養成等が行わ

れてきている。施設数，1学年当たりの定員はそ

れぞれ，平成2年4月で看護婦が876か所，39，674

人，准看護婦が622か所，32，219人，保健婦が65か

所，2，548人，助産婦が79か所，1，960人，合計76，401

人であるが，このうち，約1万7千人は准看護婦

から看護婦への進学課程に，また，4，500人は看護

婦から保健婦又は助産婦の養成所に進学すること

から，養成施設の定員数から見ると看護職員の新

規養成定員数は，約5万5千人程度となる。（資料

5参照）

一方，現在，18歳女子人口の6．2％が看護婦等養

成施設に進学しており，現在受験倍率は看護婦課

程（3年課程）で6倍程度，准看護婦課程で2倍

程度であり，看護職員への志望状況は現在のとこ

ろ良好である。

しかしながら，平成元年の女子出生児数は61万

7，775人であり，現行の養成定員のままでも将来女

子の10人に1人は看護職員になるということが想

定され，若年人口の減少等を考慮すると，長期的

には高卒女子のみを主な対象として養成力を拡大

し続けることには困難な面がある。このため，今

後は社会人入学の道や男子の進学者の増を図るこ

とも検討する必要がある。

〈潜在看護婦の状況〉

看護職員の免許交付者数は約152万7千人であ

るが，准看護婦から看護婦に進学した者の重複，

死亡率を考慮すると約123万人の免許取得者がい

ると推計される。平成元年の看護職員数は約80万

2千人であり，推定就業率は65％，看護業務に就

いていない潜在有資格者は約43万人（35％）と推

計される。この潜在有資格者の中には，進学課程

164



「保健医療・福祉マンパワー対策本部中間報告」

で勉強している者（約4万人），高齢者，病気の者

などが含まれているものの，その活用の余地は大

きいと考えられる。

・　また，看讃職員は平成元年には前年までの養成

者等を含め約5万7千人が新規に就業し，約1万

2千人が再就業しているが，結婚，出産等により

約4万5千人が離職しており，実質的には看護職

員の増加は約2万4千人となっている。近年の傾

向をみても看護職員の増加は2～3万人の規模で

推椎している。

・　このように看護職員の増加が見られるが，医療

の高度化等により看護職員の需要が増大している

ため，看護職員の不足が問題となっている。

（2）検討の方向

①　社会的評価の向上

・　看護職員の仕事は，病者の看護等に携わる

ヒューマニズムに満ちた，意義深い崇高な仕事で

ある。その素晴らしいサービスに接して「白衣の

天使」という呼称が必ずしも誇張と感じられない，

感謝あふれる経験をした者も決して少なくないと

思われる。また，現在のところ看護職員は，大多

数は女性であるが，その職務上の責任は重く，か

つ，準夜（標準午後4時～12時），深夜（標準午前

0時～8時）の勤務をこなす厳しい労働条件下に

働いている。問題は，それにもかかわらず，それ

に見合った社会的評価が必ずしも十分にされてい

ないことである。ただ単に「白衣の天使」と呼ん

で，個人的使命感に訴えるのみでなく，あらゆる

方途を講じてその社会的評価を高める必要があ

る。

・　このため，改善策としては，まず第一に医療の

場の指導者である医師が，あるいは病院等におけ

る医師以外の経営に携わる者が，協働者としての

看護職員の地位の重要性についての認識を一層深

める必要がある。そのためには，医学教育，医師

の研修，病院経営者の研修等のカリキュラム等に

この趣旨を十分取り入れることが効果的であろ

う。

第二に，看護職員自身もその専門性を更にみが

き，自分自身の社会的役割に対する一層の誇り（セ

ルフリスペクト）を確立することが重要であろう。

自らの職業に高い誇りを持つ者にこそ他からの尊

敬が与えられるのである。

第三に，看護職員の使命の重大性と社会的役割

の重要性があらゆる機会に議論され，強調される

ことが国民一般の看護職員に対する社会的評価を

高める上で重要であり，この面におけるジャーナ

リズムの積極的参加を期待したい。

第四に，看護業務の重要性を宣明するため，「看

護の日」を制定し，国民的行事を展開すること等

も重要である。

第五に，訪問看護を専門に行う看護婦の導入の

実現が国民医療総合対策本部で提言されている

（昭和62年6月）。同提言も参考にしつつ，今般の

老人保健法の改正（案）により導入が図られてい

るような寝たきり老人等に対する老人訪問看護制

度の実施及び訪問看護の普及定着を図ることも，

看護職員の意欲を高め，その社会的地位の向上に

資するとともに，在宅医療の推進にも資すること

となろう。

②　労働条件の改善

〈夜間勤務及び給与の実態〉

・「看護職員夜勤体制調査（昭和63年6月現在　厚

生省健康政策局看護課調査）」によると，3交替制

をとる一般病院においては，1人1月当たりの平

均夜間勤務回数は8．2回となっており，このうち，

10．1回以上のところも13％あるなど夜間勤務の現

状には厳しいものがある。また，週休2日制につ

いても，月2回以上週休2日制を実施している病

院で勤務している看護職員の割合は，昭和60年時

点の6．6％から平成元年時点で44．6％と増加して

いるが，完全週休2日制の割合は2．7％と依然とし

て少ない。（日本看護協会，89看護職員実態調査）

また，看護婦の給与については，看護婦が子育

て等の場合にその勤務を中断することが多い等の

事情も背景に考えられるものの，他の医療職種に

比べて若年の間は比較的高いが，年齢に応じた伸

びが少ない給与の状況となっている。

〈夜勤等の看護業務の負担軽減〉

・　夜勤の回数については，平均月8回以下とする

ことを目標にし，早急に夜間勤務の負担軽減に取

り組んでいく必要がある。そのためには，単に看

護職員の数を増やすだけでなく，患者のニーズに
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（三交替制をとる一般病院の月平均夜勤回数）

7 ．0 回 7 ．1
小計

8 ．1 9 ．1 10 ．1 回
計

以 下 ～　 8 ．0 ～　 9 ．0 ～10 ．0 以上

18 ．7 3 0 ．0 4 8 ．7 24 ．7 13 ．6 13 ．0 100 ．0

（注）夜勤は準夜勤務と深夜勤務を含む。
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十分配慮しつつ，勤務体制，看護業務のあり方の

見直しについて，積極的に取り組むべきである。

たとえば，勤務体制については，生活スタイル

の多様化が進んでいることから夜勤専門看護婦と

して勤務し，休日等の時間を活用して大学での修

学等の自己実現を図るといった道を認めるととも

に，他の看護職員の夜勤負担を軽減することも検

討すべきである。

職場によっては，勤務負担，通勤等を考えると，

通常の三交替制よりも休憩・仮眠時間を入れて夜

勤を行い，深夜の交替を避ける変則三交替制の方

が働き易い場合があるものと考えられる。看護の

水準等にも十分配慮しつつ，社会保険診療報酬上

の基準看護の取扱いにおいても，多様な勤務形態

を受け入れていくよう検討を積極的に行う必要が

ある。

また，看護業務については，機械化，機器の改

善により負担軽減できるものは省力化を進めるこ

とが必要である。また，病棟での事務については，

病棟の事務に当たるスタッフの活用を進めるなど

看護職員でなくともよい業務について他職種の活

用を図り，看護職員の負担を軽減して本来の業務
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に専念できるようにすることも検討していく必要

がある。また，看護肋手については，剛性も含め

中高年者の導入を検討すべきである。

・　なお，職員定数に制約のある国立病院，痺養所

においては，夜勤体制の改善のためにも，再編成

計画の実施を積極的に推進する必要がある。

〈給与の改善〉

人手不足時代に積極的に対応するためには，給

与の適正な引上げが重要である。

平成2年4月1日の診療報酬の改定においても

看護料の引上げが重点的に行われ，医科の平均引

上げ率が4．0％であった中で，看護料は平均約10％

引き上げられたところである。病院等の経営主体

の経営努力と改定の趣旨の十分な理解を通じ，こ

うした診療報酬の引上げが看護職員の給与改善に

向けられることが望ましい。さらに，今後とも診

療報酬の設定において給与の改善状況等が十分配

慮される必要がある。

また，給与体系についても，人手不足の時代に

対応したあり方が検討される必要がある。

〈完全週休2日制の実施〉

・現在，社会全体で週休2日制の実施に向かって

努力していることを踏まえ，4週6休未実施の病

院経営者は鋭意その実施に努めるとともに，さら

に，完全週休2日制（週40時間労働）の実施を推

進していく必要がある。また，上記の平均約10％

の引上げの中には，4週6休実施のための経費も

考慮されており，今後の診療報酬改定においても，

社会全体の労働時間の動向を勘案しつつ，十分な

配慮が行われるべきである。

また，完全週休2日別の推進のためにも，看護

婦等の勤務体制や業務内答の見直しに取組むとと

もに，医療機関の休日のあり方について，地域の

医療供給体制等に配慮しつつ見直す必要がある。

く育児環境と福利厚生〉

看護職員の定着率を高めるためには，子供を持

つ看護職員が働きやすい職場をつくるための環境

づくりとして，保育の充実，とりわけ乳児保育，

一時的保育等の推進を図る必要がある。また，病

院内保育施設についても一層の充実強化を図る必

要がある。さらに，現在，国公立の病院の看護婦

等においてのみ確立している育児休業制度を民間

病院の看護婦等にも拡大するため，育児休業制度
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の法制化が進められる必要がある。

・　看護職員のための宿舎，レクリエーション施設

等の整備を支援するなど福利厚生面においても充

実を進めるための方策を検討する必要がある。

〈看護部門の体制整情〉

看護部門の組織，役割が明確にされ，適切な業

務分担，管理等が行われてこそ，看護職員の能力

が十分発揮され，その士気も高めることができる。

また，今後柔軟な勤務形態が取り入れられていく

とすれば，より一層それを支える看護部門の体制

整備が必要であると考えられる。

このような観点からは，看護部門の看護部長（総

婦長）はもちろんのこと，婦長，主任等も単に看

護技術だけでなく，マネージメント能力を一層高

めるとともに，職場の側においてもそれらの者に

対して，その責務の段階に応じた位置づけと処遇

を行い，看護部門の組織体制の強化を図る必要が

ある。更に看護部門の内部体制を整備するだけで

なく，医療機関の中での看護部門の位置づけを明

確にし，看護部門の提案が医療機関全体の運営に

も生かされやすい体制にすることも検討していく

必要がある。

③　養成力の強化と就業の促進

〈養成力の強化対策〉

・　看護職員の養成力は前述のとおり定員ベースで

は年間約5万5千人であるが，その需要は今後も

極めて高いと見込まれており，養成力強化のため

には，まず，養成施設の新増設が必要である。こ

のため施設整備費，運営費の補助強化，税制上の

配慮，公的融資制度の充実等を行う必要がある。

・　看護職員養成施設は，公立のものや医療機関に

附属したもの等様々であるが，今後，看護職員養

成施設への進学者を広く募るためには，養成シス

テム，養成施設経営の在り方等についても検討が

必要である。

・　診療内容の高度化，看護の充実が進む中で，看

護婦への需要が著しく高くなっているとともに，

学生の高学歴指向が進んでいる。このため，准看

護婦養成施設から看護婦養成施設への移行，看護

大学の設置促進が必要である。

・　また，養成施設への入学については，将来，若

年人口が減少するため若年女子だけでなく看護職
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の分野での就業を希望する主婦や中高年者，若年

男子への門戸を広げる必要があり，そのためには，

将来大学教育を終了した者へのカリキュラム面で

の配慮等条件整備を進める必要がある。

・　さらに，養成施設の養成力向上を図るためには

教員の資質向上が重要であり，現職教員の資質向

上に加え質の高い教員を確保するための方策につ

いて早急に検討する必要がある。

・　あわせて，看護職員養成課程においては実習病

院での実習が必要であるが，その確保を容易にす

るための手立てを講じる必要がある。すでに，平

成2年度からその要件を一部緩和したところであ

るが，今後とも，実習の実質的効果を重視しつつ，

実態に即した対応が必要である。また，実習施設

の確保を容易にするため補肋金の増額等の必要が

ある。

・加えて，看護職を希望する者に対し，進学の途

を容易にすることも重要である。これらの者の進

学を容易にし，学びやすい環境をつくるため奨学

金の大幅な増額等の対策を講じる必要がある。

〈資質向上対策〉

すでに就業している看護職員については，医学

医術の進歩に伴い，多様化する業務内容に対応す

るため，常に最新の知識，技術を習得する必要が

あることから，資質の向上対策として研修制度の

充実を図る必要がある。特に，就業後3年目頃に

陥りやすい，業務のマンネリ化を防ぎ，看護業務

への意欲を高めるための研修を実施することが有

効であろう。

また，急速に進む医学医術に対応した最新の知

識や技術を習得していくためには，生涯を通じた

看護職員の教育システムを確立していく必要があ

る。

〈男子労働力の活用〉

これまで，看護職員の圧倒的多数は女性で，看

護職は「女性の天職」というイメージが非常に強

い。しかしながら，昭和60年の「雇用の分野にお

ける男女の均等な機会及び待遇の確保等女子労働

者の福祉の増進に関する法律」（男女雇用機会均等

法）の制定を機会に職業における男女の異なる扱

いが是正されていく中で，看護職員についても，

女子労働力のみに頼るのではなく，男子の就業を

拡大していくことを検討する必要がある。



〈潜在マンパワー等の活用対策〉

新卒労働者の確保とともに約43万人にものぼる

と考えられる潜在有資格者の活用により，潜在マ

ンパワーの就業率上昇を図る必要があり，そのた

めには，ナースバンクの抜本的充実により潜在マ

ンパワーの活用対策を強化する必要がある。具体

的には，単に求職者の求めに応じて情報を提供す

るだけでなく，移動相談活動の実施，ダイレクト

メールの利用等により積極的に情報提供を行うべ

きである。また，従未から行っている勤務条件，

雇用形態等についての求職者への相談等の業務も

充実する必要がある。なお，看護職員の資格を持

たない60歳台前半の高齢者や専業主婦等の看護肋

手としての活用も課題の一つであり，これについ

ては，適切な活用に今後取り組んでいく必要があ

る。

また，就業しやすい体制づくりを行うため，パー

トタイム制，フレックスタイム制等柔軟な勤務体

制の導入を図ることなどの検討が必要である。

〈養成力に対する医療計画の問題〉

昭和60年の医療法改正により，各都道府県は医

療計画を策定することとされ，昭和62年2月から，

平成元年3月にかけて各都道府県が計画を策定し

た。この策定に際し，計画の公示直前に嫡院開設

の申請が集中したこともあり，病床数は昭和59年，

60年の2万床台の増加から，昭和61年から昭和63

年にかけては毎年約4万～5万床と一時的に大幅

な増加を示した。この間，痛院看護職員は毎年2

万5千人前後の着実な伸びを示したにもかかわら

ず，医療の高度化等による看護職員の需要増に加

えて，病床数が急激に伸びたため，これに対応し

きれず，看護職員の需給の逼迫を一一層深刻なもの

とした。

医療計画は，医療全般に影響を与えるが，特に，

看護職員の需給には大きな影響を与えるものであ

る。医療計画は少なくとも5年に1度再検討され

るものであり，来年度以降，各都道府県において

順次見直しの時期を迎えることとなるが，一般病

床数は全国的に見るとすでに9万6千床が過剰と

なっていることから，見直しに当たっては不必要

な病床が生じないように十分配慮する必要があ

る。

昭 和 5 9 年 昭 和 6 0 年 昭 和 6 1 年 昭 和 6 2 年 昭 和 6 3 年 平 成 元 年

病 院 病 床 数 1 ，4 6 7 ，0 5 0 1 ，4 9 5 ，3 2 8 1 ，5 3 3 ，8 8 7 1 ，5 8 2 ，3 9 3 1 ，6 3 4 ，3 0 9 1 ，6 6 1 ，9 5 2

対 前 年 増 減 2 6 ，6 6 9 2 8 ，2 7 8 3 8 ，5 5 9 4 8 ，5 0 6 5 1 ，9 1 6 2 7 ，6 4 3

看　 護　 職　 員 6 7 2 ，5 1 8 6 9 7 ，6 9 0 7 2 6 ，3 0 6 7 4 8 ，0 1 5 7 7 8 ，2 2 9 8 0 2 ，2 9 9
（ 病 院 看 護 職 員 ） （4 7 6 ，0 9 4 ） （4 9 5 ，9 0 3 ） （5 1 9 ，7 0 3 ） （5 4 3 ，1 2 2 ） （5 6 8 ，0 9 1 ） （5 8 5 ，9 9 0 ）

対 前 年 増 減 2 6 ，5 6 1 2 5 ，1 7 2 2 8 ，6 1 6 2 1 ，7 0 9 3 0 ，2 1 4 2 4 ，0 7 0
（ 病 院 看 護 職 員 ） （2 2 ，3 0 3 ） （1 9 ，8 0 9 ） （2 3 ，8 0 0 ） （2 3 ，4 1 9 ） （2 4 ，9 6 9 ） （1 7 ，8 9 9 ）

2　理学療法士・作業療法士

（1）現状

・　身体や精神に障害のある人々を速やかに家庭・

社会生活に復帰させるためのリハビリテーション

を実施する理学療法士，作業療法士の資格制度は，

昭和40年に設けられ，その免許取得者は，理学療

法士が8，976人，作業療法士が4，0別人（平成元年

末）となっている。

・理学療法士，作業療法士は，高等学校卒業後3

年間の養成施設における養成を修了した後，国家

試験により免許を取得する。養成施設数及び入学
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定員は，現在，理学療法士が48施設で1，115人，作

業療法士が33施設，700人（平成2年）となってお

り，入学定員は，いずれも10年前と比べて3倍弱

となっている。

医療関係者審議会理学療法士・作業療法士部会

において，昭和58年9月に養成力を理学療法士に

ついて170人，作業療法士について95人程度増強す

ることにより，平成4年には需給が均衡する旨の

需給計画の見通しが公表されたが，老人保健施設

の整備等に伴う新たな需要要因が見込まれる中

で，昭和63年9月に同部会で需給計画について当

面の見直しを行い，これを踏まえて理学療法士，

作業療法士それぞれについて毎年約100人の入学



「保健医療・福祉マンパワー対策本部中間報告」

定員の増員を図っている。

・　理学療法士，作業療法士は，理学療法士の約85％

が医療施設，約15％が社会福祉施設，作業療法士

の約80％が医療施設，約20％が社会福祉施設に勤

務している（健康政策局医事課調べ）。このうち，

医療施設では，理学療法士のほとんどが一般病院

に勤務しているが，作業療法士は約85％が一般病

院，約15％が精神病院に勤務している。社会福祉

施設では，理学療法士，作業療法士ともに，肢体

不自由児施設（肢体不自由のある児童の治療等を

行う施設），身体障害者更生施設（身体障害者の更

生訓練等を行う施設），特別養護老人ホームに勤務

する者が多い。

・　診療報酬上の取扱いは，運動療法，作業療法等，

理学療法士・作業療法士が行う療法については，

診療報酬上の評価が行われることとなっており，

さらにそれらが厚生大臣が定める基準（理学療法

士・作業療法士の配置，一定の器械・器具の整備

等）に適合する施設において行われる場合には，

より高い評価が行われる仕組みとなっている。

・　社会福祉施設についても，特別養護老人ホーム

においては，理学療法士等の機能回復訓練指導員

を雇い上げるための費用を措置費に計上してお

り，また，肢体不自由者更生施設（身体障害者の

うち肢体不自由者に対し必要な治療及び訓練を行

う施設）においては機能回復訓練のために理学療

法士等を雇い上げた場合の費用を加算経費として

措置費に計上している。

・　また，在宅医療推進の一環として，雇たきり老

人に対して，理学療法士，作業療法士が訪問し，

リハビリテーションを行った場合には，診療報酬

上評価する制度を昭和63年度から実施していると

ころであり，今般の老人保健法改正（案）により

訪問看護制度の一環としての訪問リハビリテー

ションの実施を図ることとしている。

（2）検討の方向

〈需給計画の総合的見直し〉

・　理学療法士・作業療法士の養成は，現在ではあ

る程度の充足をみているとの評価もあるが，依然

不足を指摘する声も少なくない。

・　今後は，高齢者保健福祉推進十か年戦略の実施

に伴い，老人保健施設等の急速な整備，寝たきり
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老人ゼロ作戦の展開，地域・家庭におけるリハビ

リテーション体制の整備等によりリハビリテー

ションの需要が飛躍的に増大すると予測されてい

ること等から，保健医療・福祉の各分野における

理学療法士，作業療法士の需要に対応するため，

需給計画の総合的見直しを行い，養成体制を整備

していく必要がある。

3　ホームヘルパー

（1）現状

・　在宅福祉サービスの中心であるホームヘルプ

サービスについては，近年急速に増員が図られる

とともに，処遇改善及び研修システムの整備が進

められている。その数は平成元年度では31，405人

で昭和50年度の11，620人の2．70倍と大幅に増加し

ており，さらに，高齢者保健福祉推進十か年戦略

により，平成11年度までに10万人とすることとさ

れている。

（注）ホームヘルプサービス一日常生活に支障

のある高齢者，障害者等がいる家庭を訪問

して介護，家事サービス等を提供する事業

（2）検討の方向

①　処遇の改善及び社会的評価の向上

〈処遇上の問題点〉

・　ホームヘルパーは，利用者の居宅に出向き，介

護等のサービスを提供する者であるが，その業務

には大別して，食事，入浴，身体の清拭等の身体

の介護と衣類の洗濯，住居の掃除，生活必需品の

買い物等の家事援助とがある。ホームヘルパーは

個々の利用者の状況等に応じ，介護又は家事援助

サービスを提供するとともに，生活相談，助言を

行うこととされており，その精神的，肉体的な負

担は大きい。しかしながら，ホームヘルパーの業

務の専門性，困難性についての一般の理解は十分

ではなく，単なる家事の手伝いと考えられがちで

あり，社会的評価は十分なものとは言えない。

・　給与，福利厚生面でも国の補肋が定額の手当方

式となっており，経験が反映された補助基準と

なっておらず，社会保険，健康管理，退職金制度

等福利厚生面での処遇についても十分に対応でき

ない等の限界がある。



・　さらに，今後の人手不足を勘案すると，主婦，

前期高齢者層等の就業の促進を図る必要があり，

このためにはパートヘルパーとしての積極的活用

が適当であるが，ホームヘルパー相互の協力体制，

研修制度等が十分確立していない現状にある。

〈給与等の改善〉

・　ホームヘルパーについては，その多様な勤務形

態を踏まえ，常勤，非常勤の別，その他ホームヘ

ルパーの勤務の実態に応じた給与体系のあり方を

検討する必要がある。さらに，パートヘルパーに

できるだけ長く福祉の現場に留まっていただける

ように，勤務実績に応じ，退職後も含めた福利厚

生面の改善等についても検討する必要がある。

・　また，常勤的勤務のホームヘルパーについては，

公務員における完全週休2日制の実施状況等を踏

まえて，完全週休2日制を実施するなどその勤務

条件の改善，向上に努める必要がある。

・　パートタイム職員の活用を促進するために，

チーム方式を導入することとし，介護福祉士など

基幹となるヘルパーがリーダーとなって，パート

ヘルパーとチームを組むことにより，サービスの

質及び量の確保を図る必要がある。また現行の採

用時360時間研修の方式を，パートタイム職員の業

務の実態等に見合った短期間の研修を効果的に組

み合わせる方式に改善する必要がある。

〈社会的評価の向上〉

昭和62年に社会福祉士及び介護福祉士法が制定

されたが，特に，介護福祉士については，より多

くのホームヘルパーがこの資格を取得し，自己の

能力を高めることがホームヘルパーの社会的評価

を高めるものと期待される。

ホームヘルパーの重要性に鑑みれば，学校教育

をはじめとするあらゆる機会を通じてホームヘル

パーの役割についての認識が深められるべきであ

る。特に，国及び地方公共団体においては，ホー

ムヘルパーの業務について広報活動を強化すると

ともに，在宅介護に関するボランティア活動への

地域住民の参加を促進すること等により，ホーム

ヘルパーの業務の意義について国民の理解を深

め，ホームヘルパーの社会的評価を高めていくこ

とが必要である。

なお，こうした理解の深まりにより，自ら，又

は自分の家族が介護の受け手となった場合のホー
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ムヘルプサービスの積極的な受け入れやホームヘ

ルパーとしての参加が大いに望まれる。

②　サービス供給体制の改善

〈ニーズの非顕在傾向〉

・　昭和57年からホームヘルプサービスを受ける際

の所得制限が撤廃され，サービスを必要とする者

は誰でもホームヘルパーの派遣を受けられるよう

になったが，必ずしもそのことが十分に周知され

ておらず，また，一部に未実施の市町村がある。

・　ホームヘルプサービスの利用に当たって市町村

の窓口での複雑な手続きを要することもあり，家

庭をのぞかれるという意識やサービスを受けるこ

とへの抵抗感が依然として強い。このため，家族

が限界まで介護に当たり，「介護疲れ」などで家庭

介護が困難な状態になってはじめて外部サービス

を求めるため，施設サービスで対応せざるをえな

いこととなり，結果としてホームヘルプサービス

へのニーズが現れてこない場合も少なくないと考

えられる。

・　また，ホームヘルプサービス自体についても，

早朝や夜間といったニーズの高い時間帯に利用し

やすいものとなっておらず，デイサービス，ショー

トステイ等他の在宅保健福祉サービスとの連携に

ついても不十分な面が見られる。

（注）・デイサービス－デイサービスセンター

に通所する高齢者に対し，入浴，食事，

健康チェック，日常動作訓練等のサービ

スを提供する事業

・ショートステイ－寝たきり老人等の介

護者の一時的事情に応じ特別養護老人

ホーム等で短期間，高齢者を預かる事業

〈利用しやすいサービスの仕組みへの改善〉

・　ホームヘルプサービスを利用しやすいものとす

るためには，サービスの制度の仕組みなどについ

て十分広報を行うとともに，在宅介護について気

軽にいつでも相談できる窓口としての在宅介護支

援センター（特別養護老人ホーム等へ付設される

施設であって市町村の窓口に行かなくても，身近

なところで専門家による介護の相談・指導等が受

けられるもの。概ね中学校区に1か所整備し，平

成11年度には全国で1万か所とする予定。）の整

備・活用を図りホームヘルパーの利用の促進を図
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る必要がある。

・　ホームヘルパーの勤務時間へのフレックスタイ

ム制の導入やパートヘルパーの活用等により，早

朝や夜間でも利用しやすい仕組みを作る必要があ

る。

・　また，ホームヘルパーの能力を十分に活用し，

効率的な業務運営を実現するとともに，ホームヘ

ルパーの職務への意欲や満足度を高めるため，適

切な職務の評価や指導助言等のホームヘルプ業務

に関するマネジメントの手法の開発を行い，その

普及を図る必要がある。

〈サービスの連携の強化〉

・　他の機関との連携を十分にとることでニーズを

ホームヘルプサービスに円滑に結びつけていくこ

とも効果的である。

・　第1には，在宅介護支援センター等における

サービスコーディネート機能を充実強化するとと

もに，保健婦，社会福祉士等の保健，福祉に関す

る専門的知識を有する者の活用を図る必要があ

る。

・　第2には，ホームヘルプサービスを特別養護老

人ホーム等で実施しているショートステイ，デイ

サービス等のサービスと連携して供給し，より「厚

みのある」家庭介護の支援を行うため，ホームヘ

ルパーの特別養護老人ホーム等への配置も促進す

る。

・　第3には，病院での療養者が家庭での保健福祉

サービスヘスムーズに移行できるようにするた

め，退院者に対する病院からの訪問看護等とホー

ムヘルプサービスとの連携強化を図る必要があ

る。

・　第4には，社会福祉協議会においても，民生委

員等との連携のもとにニーズの発掘に協力するな

ど，ホームヘルプサービスの円滑な実施を支援し

ていく必要がある。

4　社会福祉施設職員

（1）現状

・　社会福祉施設の総数は，平成元年で4万9千か

所で，昭和50年の1．50倍となっており，施設の従

事者についても，平成元年で約59万4千人と昭和

50年の1．73倍に増加している。

社会福祉施設の推移を類型別にみると，近年で

は身体障害者更生援護施設，精神薄弱者援護施設，

老人福祉施設の伸びが大きい。特に，特別養護老

人ホームは，平成元年で2，125か所，従事者数は約

7万6千人で，それぞれ昭和50年の3．94倍，4．24

倍となっており，要介護老人，障害者など介護，

更生援護等の「人手」を要する施設サービスが大

幅に整備されてきている。

近年，社会福祉施設では，特別養護老人ホーム

におけるデイサービス，ショートステイの実施を

はじめ，ホームヘルパーの配置も進められるなど，

地域での在宅サービスの拠点としての性格も持ち

始めている。

（2）検討の方向

〈夜間勤務と給与の実態〉

・社会福祉施設においては，入所施設の夜間勤務

をはじめとして肉体的，精神的に負担となる業務

が多い。

・たとえば，「女子専門職の就労形態とその実態

一老人福祉施設を中心として」（1990年東京都立労

働研究所）によれば，東京都の老人福祉施設職員

の週平均労働時間は44．1時間で，夜勤時間は17．4

時間と週に2日は夜勤を行っている形となってい

る。

・　これに村して職員の処遇については，1970年代

以降，職員の増員が図られると共に給与面におい

ても大幅な改善が行われてきた。しかしながら，

施設経営においては，ともすれば職員の人格，熱

意に過大な期待がいだかれ，近代的な労働環境を

整えることについては等閑視されがちな傾向があ

る。また，処遇状況を改善するための財源は，措

置費という公費によっており，これのみでは施設

が独自に経営上の工夫を図るには，制約が多い現

状となっているので，地域と協力して様々な工夫

をすることも考えられる。

〈職員の処遇の改善〉

・　社会福祉施設におけるサービス提供内答の状況

に鑑み，そのサービスの内容に見合った給与の改

善を行うとともに，その負担の軽減を進めること

とし，サービスの質の確保を図りつつ，業務の省

力化，夜間勤務の軽減，時間短縮，週休2日制等

勤務条件の改善を行う必要がある。
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・施設でのサービスの充実に見合った職員の処遇

の改善を図るためには，施設運営について一層の

経営努力が求められるが，財源の多様化等財政面

の安定化も必要であり，寄付金を有効に活用でき

る仕組みや収益事業の拡大等多様な方策について

検討する必要がある。

・施設の運営費である措置費については，今後，

社会経済情勢に応じた適正な改善を行うととも

に，外部委託になじむ業務，非常勤職員に置き換

え可能な業務等について，これに要する経費を算

入することにより業務の省力化を行うなど職員の

勤務条件の改善を計画的に進める必要がある。さ

らに，今後の人手不足時代を踏まえ，施設運営に

おいて各施設経営者がそれぞれの独自性をより一

層発揮でき，その経営努力が反映されるよう，措

置費制度の改善についてその原則も含め検討する

必要がある。

・　また，個々の職員の給与その他の具体的な勤務

条件は施設ごとに決められるが，措置費の算定上

行われた改善の趣旨に沿って運営されるために

は，施設の経営主体の自覚的努力が必要である。

・　さらに，職員が，子どもを育てながら働けるよ

うにするためには看護職員と同様に保育の充実を

図るとともに，育児休業制度を確立する必要があ

る。また，宿舎，レクリエーション施設等の福利

厚生面の充実も進める必要がある。

なお，その職務の特殊性及び専門性に鑑み，広

く介護や生活指導等福祉業務に直接携わる職員の

給与体系の見直しを図る必要がある。このため，

国立の社会福祉施設職員に対する福祉職俸給表

（仮称）の新設についても，引き続き関係機関に

働きかける必要がある。

〈士気の向上対策〉

職員の職務への士気を向上させ，サービスの質

を高めていくためには，仕事のマンネリ化の防止，

昇進制度の確立などが重要と考えられるが，現行

の社会福祉法人は，その多くが1施設1法人など

小規模なものとなっていること等から人事の停滞

が起こりやすくなっているなどの問題がある。

このため，社会福祉法人の施設の複数経営化，

施設間人事交流等による昇進の機会の拡大，経営

指導の拡充等による人事管理面を含む経営合理化

についても検討する必要がある。
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〈社会福祉士・介護福祉士の活用〉

社会福祉士，介護福祉士は昭和62年に成立した

「社会福祉士及び介護福祉士法」により発足した

資格である。社会福祉士は福祉系大学で指定科目

を履修した者等が試験に合格して資格を取得する

もので専門的知識，技術をもって助言，指導の援

助を行うことを業とするもので，高度な専門性を

有する福祉の専門家として位置付けられ，在宅，

施設を問わず，福祉サービスの指導的，中核的ス

タッフとなることが期待されている。福祉系大学

以外の大学等の卒業者は養成施設を経ることが必

要だが，平成2年度において当該施設は8校，1

学年定員は1，015人となっている。そのほか，一定

の実務経験により，受験資格が付与される。これ

までの登録者数は平成2年6月未で497人となっ

ている。

また，介護福祉士は高校卒業後2年の養成施設

を卒業する等により資格を取得するコースと実務

経験3年後試験に合格して資格を取得するコース

があり，専門的知識，技術をもって介護業務及び，

介護に関する指導を担当する。養成施設は平成2

年度で101校，1学年定員は4，807人である。これ

までの登録者数は平成2年6月末で国家試験合格

者が6，013人，養成施設卒業者が1，076人，合計で

7，089人で，平成3年度には1万人を越すことが見

込まれている。（資料6参照）

社会福祉士，介護福祉士は，在宅福祉や施設福

祉の中心的役割を果たすことが期待されており，

社会福祉施設においては施設長，生活指導員，主

任寮母などとしてその運営の中核を担っていくも

のである。しかしながら，これらの資格について

は，制度発足以来日も浅く資格保持者が少ないこ

とから，施設の専門性を高め，在宅の要援護者へ

の働きかけを強めるためには養成力の大幅な拡充

が必要となっている。

今後は，社会福祉士についてサービスのコー

ディネーターとしての役割を明確にするほか，介

護サービスの質の向上を図るため介護福祉士の年

間1万人以上の養成をめざすこととし，このため，

介護福祉士の養成施設の教職員の充実，確保等養

成力強化のための支援策についても検討する必要

がある。また，社会福祉士，介護福祉士の養成校

における学生の学びやすい環境づくりについて検
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討する必要がある。

〈保母等の活用〉

福祉系大学等の卒業者が，福祉関係の職務に就

職しない傾向がみられる。また，保母の資格を有

する人材についても，保育所等の福祉分野以外の

分野に就職する事例が相当多数見られる。福祉全

般に対する関心が強く，高い資質を有していると

考えられるこれらの人材については，福祉の職場

の処遇改善を図るとともに，就業情報の提供等を

通じて広く福祉分野の業務へ参画できる方策につ

いて検討する必要がある。

〈就業の促進対策〉

若年労働力の確保が今後困難となる中で過去に

社会福祉施設に勤務した経験を有する主婦等の再

就業もパート就労を必要に応じて導入する等を含

め推進することが必要であるが，このような潜在

マンパワーに関する情報等が不足しており，十分

な活用が図られていない状況にある。

専業主婦，前期高齢者等幅広い人材を確保して

いくためには，夜勤又は宿直専門の職員，フレッ

クスタイム制，パート制等柔軟で働きやすい勤務

体制を確立するとともに，様々なタイプのパート

職員の処遇の充実等の対策を図ることが必要であ

る。また，施設とマンパワーの情報が相互に円滑

に提供されるようにするため，福祉人材情報セン

ターの創設等情報提供機能の強化が必要である。

社会福祉施設の職場にも業務の内容によっては

高齢者の活用を図ることのほか，介護業務にも女

性だけではなく，男性の労働力も積極的に活用す

るなどの検討も必要である。

〈施設の機能と活用〉

福祉施設においては，様々な事情の下で援助を

必要としている者に対して，個々人の事情を勘案

したきめ細かな処遇が行われていることから，専

門的知識や経験が豊富に蓄積されていると考えら

れるので，このような処遇に関する専門的知識や

経験が，在宅福祉サービス等を通じて地域社会に

積極的に提供されることが望ましい。

施設における高度な介護技能等の蓄積を在宅福

祉サービスに活用し施設を地域の福祉の拠点とし

ていくため，特別養護老人ホームへのホームヘル

パーの配置，在宅介護支援センターの設置，地域

福祉活動を実施するための施設への指導員の設置
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等を進めていくことが必要である。この場合，施

設においては，市町村に自らのサービス供給能力

を示し，いわば「自らのサービスを売り込む」こ

とにより，施設の機能を積極的に高めていき，こ

れにより職員の処遇改善等にもつなげていくよう

な経営努力も望まれる。

・　また，施設においては，積極的にボランティア

を受け入れることにより，施設の持つ介護技術を

地域住民にも伝達するとともに，施設職員の業務

への理解と協力を獲得していくことも必要であ

る。

5　その他推進すべき施策の方向

（1）保健医療・福祉分野の新たなニーズへの対応

・　保健医療・福祉分野の新たなニーズへの対応と

しては，救急患者の致命率の向上のために，救急

患者を医療機関に搬送するまでの間に医師の指示

の下に高度の応急処置を行う新たな国家資格（救

急救命士）の制度創設について早急に法的整備等

の措置を講ずるほか，傷病者の経済的，心理的，

社会的問題の解決，調整等の新たな保健医療ニー

ズの増大に伴う資格制度についても法制化に向け

て検討する必要がある。

・　障害者の自立と社会参加を進めていくために

は，障害者の態様に応じて今後益々多様化する

ニーズに応えていく必要があり，身体障害者のリ

ハビリテーションに関して総合的に指導・助言す

るケースワーカー，聴能言語専門職員等の養成・

研修の充実を図る必要がある。

（2）サービスの受け手の自立自助の促進

①　不必要な長期入院等の是正

・　不必要な長期入院を是正し，家庭や地域におい

て自立した生活が可能となるための入退院時の適

切な指導，訪問看護，デイケア等の在宅医療の推

進，寝たきりを防止するための効果的なリハビリ

テーションの実施についても検討する必要があ

る。

②　訪問看護の推進

・　在宅での生活を可能な限り送れるようにするた

め，在宅の寝たきり老人等に対して，総合的なケ

アの支援の体制を整備することとし，訪問看護制



度の基盤整備を行い，その推進を図ることにより，

地域における保健，医療，福祉の連携に基づく生

活の質に配慮した在宅医療を進めることが必要で

ある。

③　福祉機器等の研究開発・普及

・　国民の自立自助を促進するための条件整備の一

環として家庭や施設で利用しやすい福祉機器等の

研究開発及び普及への支援，アフターメインテナ

ンス等のシステムづくりについての検討が必要で

ある。また，企業が先端技術を活用しつつ，コー

ポレイトシチズンシップ（企業の市民活動）の一

環として福祉機器等の開発に積極的に取り組むと

ともに，流通業界において展示機会の提供が行わ

れることが望まれる。

④　高齢者，障害者等に配慮した住まい，まちづく

りの推進

・　保健医療，福祉サービスを効率的に受けられる

ようにするには，高齢者，障害者等が住み慣れた

地域社会の中で自立した生活を営めるような環境

づくりを進めていくことが必要である。このため

には住宅，街路，公共施設，交通機関，情報通信

手段等の構造，設備について高齢者，障害者等に

十分配慮したものとすることが必要であり，関係

省庁とも協力してこうした環境づくりの推進に努

めるとともに民間企業等における施設整備の配慮

も望まれる。

（3）国民皆参加の促進

①　ボランティア活動の推進

・　保健医療・福祉へのボランティア活動は，その

経験者が将来，保健・医療・福祉の職場に参画す

るための契機として，また，家庭の介護力を向上

させる機会として極めて有効なものと考えられ

る。このため，誰もが気軽にボランティア活動に

参加できるようそのネットワークづくりやコー

ディネーターの育成に努めるとともに，市町村ボ

ランティアセンター等の充実強化を図り，ボラン

ティア活動の拠点を整備することが必要である。

・　また，従来からのボランティア活動に加え，有

償ボランティア活動の普及，ボランティア休暇制

度等企業の取組みへの支援，ボランティア活動促

進のための幼児期における高齢者・障害者等との

交流を含む福祉教育の推進，顕彰制度等社会的評

価の仕組みについても検討する必要がある。

②　健康づくりの推進

・　生涯にわたり自ら健康を保持できるようにして

いくために，健康教育等を通じ国民皆参加の積極

的な健康づくりに向けた総合的な支援をさらに進

める必要がある。

（4）マンパワー対策の推進と国民負担

①　国民の合意形成

・保健医療・福祉マンパワーの処遇改善や確保策

等が充実されることに伴い必要となる国民の負担

については，国民の合意形成が必要である。その

ためには，診療報酬，措置費等の在り方を検討す

るに際し費用を負担する国民の側の納得が得られ

るようマンパワーの有効活用に十分配慮しなけれ

ばならない。

また，保健医療・福祉サービスの利用に際して

の適切な費用負担についても十分留意することが

必要である。

②　民間活力の活用

・保健医療・福祉の基礎的なニーズについては公

的施策をもって対応するとともに，多様かつ高度

なニーズについては個人及び民間活力の活用を図

ることが必要であり，これらの斉合性がとれるよ

うにする必要がある。

（5）法的措置の検討

・保健医療・福祉マンパワーの確保対策を強力に

進めるため，需要が特に高い職種を中心に，保健

医療・福祉人材確保についての法的措置も含めた

対応も今後検討する必要がある。

Ⅲ．当面の具体的方策

以上述べてきた保健医療・福祉マンパワーを取
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り巻く諸問題を踏まえ，当面緊急に講ずべき対策
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として以■卜のとおり，平成3年度予算において対

応することとしているほか，看護職員需給見通し

の見直し等必要な対応をとることとしている。

［平成3年度予算における対応策］

1．需要の増大に対応したマンパワーの供給拡大

（1）処遇の改善

①　看護職員対策

（i）子供を持つ看護婦が働きやすい条件をつくる

ため，病院に設置する院内保育施設を充実強化

する。

○　有子看護婦用の院内保育施設運営への補助

強化827百万円→1，022百万円

・616か所　→　744か所

・保育時間延長促進費の創設

・補助要件の改善（保育児童数6人以上

→4人以上）

（ii）看護婦の深夜勤務という厳しい勤務環境を踏

まえ，国立病院・療養所等の看護婦の夜間看護

手当の改善を図る。

○　国立病院・療養所等の看護婦の夜間看護手

当の改善

［・1回④2，600円→（む3，200円］

仙　就業後3年程度の看護職員を対象に，看護職

員の励みとなる体験学習等の研修会を行い，自

己啓発への意欲を喚起する。

○　看護職員リフレッシュ研修会費㊨29百万円

［・各都道府県　2回（1回100人）］

（iv）看護職員の業務内答を見直し，機械化，他職

種の活用ができるものについては，省力化を進

めるなど，看護職員の負担を軽減して本来の業

務に専念できるようにするため，幅広い実務的

検討を行う。

○　看護業務検討会費 ㊨3百万円

②　福祉マンパワー対策

（i）ホームヘルパーの処遇改善

ホームヘルパーの処遇改善，活動促進を図る

ため，ホームヘルパーの手当額等の引上げ等を

図る。

○　ホームヘルプサービス事業費の改善

20，583百万円　→　25，306百万円

のうち　　　　のうち
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・人数　　35，905人　→　　40，905人

・手当（年額）介護中心

2，435，945円　→　2，525，344円

家事援助中心

1，623，963円　→1，683，562円

・活動費（年額）

50，000円　→　　60，000円

○　在宅福祉サービス推進等事業費

㊨1，000百万円のうち

在宅福祉サービスの整備拡充を図るため，

都道府県の市町村に対する支援及び市町

村が行う在宅福祉サービスの普及定着，

利用促進を推進する事業に対して助成

（ii）福祉施設職員の処遇改善

社会福祉施設職員の処遇を改善するため，社

会福祉施設の運営費の改善を行う。この中で，

業務省力化等勤務条件の改善を行うとともに，

技能・経験のある寮母の業務や待遇の改善を図

るため，主任寮母制度の創設を行い，これに見

合った運営費の改善などを行う。

○　社会福祉施設運営費の改善

703，614百万円　→　772，951百万円

・業務省力化等勤務条件改善費の改善

（30分相当の業務の軽減）

2，226百万円

・主任寮母制度の創設　　　㊨456百万円

（1施設に1人・1号俸引上げ）

・年休代替要員費の改善　　　761百万円

（常勤職員　14日分→15日分，

非常勤職員　9日分→10日分）

・宿直業務改善費の改善　　　597百万円

（宿直非常勤職員（1人）の配置）

（2）就業の促進

（i）ナースバンク事業の拡充

未就業看護婦の再就業を促進するため，ナー

スバンクにおける求人・求職情報提供活動の強

化，移動相談事業の創設等積極的な事業の展開

を図る。

○　看護婦等就労侃進費

150百万円　→　309百万円

中学生，高校生等（看護婦希望者）

象としたPR活動



・求職者側への積極的アプローチのため移

動相談事業の創設，求人求職情報提供の

充実

・看護職員の再就業のための講習会（看護

力再開発講習会）の充実

（3回　→　5回）

（ii）福祉マンパワー情報提供機能の強化

施設勤務の経験を有する主婦等に対して，福

祉サービスへの就業の機会を提供するため，都

道府県に「福祉人材情報センター」を設置する

とともに，そのブランチとして市町村圏域を対

象に高齢者能力開発情報センターに「福祉人材

バンク」を設置する。

○　福祉人材情報センター運営事業費

㊨285百万円15か所（3年計画により各

都道府県に設置）

1県当たり事業費　　50，677千円

ア　福祉マンパワーの登録等

イ　潜在福祉マンパワー活動講習会の開

催

り　福祉入門日曜教室の開催

○　高齢者能力開発情報センター運営助成費

〔　　　　　　　　　　　　㊨332百万円

95か所（福祉人材バンク）

1か所当たり事業費　　6，986千円

（iiカ　ホームヘルパーのチーム方式の導入

高齢者の多様なニーズに応え，ホームヘルプ

サービスを適切に提供するため，基幹的ホーム

ヘルパーとパートヘルパー等がチームを編成

し，機能的に連携しながら業務運営を行うチー

ム方式を導入し，人員の確保，サービスの量の

確保を図る。

○　チーム運営推進事業費　　㊨367百万円

・500チーム　・1チーム当たり事業費

1，441千円

（iv）マンパワーの掘り起こし

ホームヘルプサービスについて，住民の理解

を深め，ホームヘルパーとなる人材を確保する

ために市町村が行う広報活動等を支援する。

○　在宅福祉サービス推進等事業費（再掲）

㊨1，000百万円

（3）養成力の拡充強化
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①　看護職員の養成力の拡充強化

（i）看護婦等養成施設の設置・運営への支援

看護婦等養成施設の設置・運営を容易にし，

必要な人材の養成力を拡充強化するため，看護

婦等養成施設の運営費，施設整備費の補助を増

額するとともに公的融資の拡充を行う。

○　養成所運営費補助金の充実

4，365百万円　→　6，200百万円

・看護婦等養成所に対する運営費の補助対

象の拡大

専任教員補助単価の引上げ及び実習調

整者加算の追加

生徒経費，事業用教材費等の補助単価

の引上げ

学校数　1，121校　→　1，136校

学生数121，169人　→123，414人

数員数　　3，811人　→　　4，720人

○　養成所施設整備費補助金の充実

4，000百万円　→　4，400百万円

（メニュー予算）

○国立病院・療養所の看護婦等養成所整備費

587百万円　→1，306百万円

［・国立病院附属看護婦養成所の統合大型化等］

○国立病院・療養所の看護婦等養成所運営費

7，001百万円　→　7，366百万円

〔●国立病院●国立療養所附属養成誓36か所〕
㊨看護婦等養成施設整備に対する低利融資の適

用（社会福祉・医療事業団）

〔

新築資金（財投金利－0．5％），

機械購入資金（長プラー0 ％5

ヽ
■
I
■
‖
リ

（ii）看護学生に対する学費の支援の強化

看護学生が学びやすい環境づく　りを行うた

め，修学資金の増額を行う。

○　貸費生貸与費の拡充

1，092百万円　→1，315百万円

・貸費生（1年生）に対する貸与月額の引

き上げ

保健婦，助産婦，看護婦

〔自治体④29，000円→32，000円民間立④29，000円→36，000円

准看護婦

「自治体④14，000円→15，000円1
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し民間立④14，000円→21，000円」

・貸与金（修学資金）の返還免除要件の緩

和

県内の病院等に5

荒農看ざ§鶴濫蛋→完翌語莞晶蔓豊
3年間就業

（iii）看護職員の資質の向上

医療の高度化，専門化に対応できる資質の高

い看護職員の確保を図るため，訪問看護婦の養

成における指導者を養成するとともに，看護教

員の通信教育講座の導入等看護教員の養成強化

を図る。　　　　165百万円　→　213百万円

在宅ケアを支えるための訪問看護婦養成

指導者講習会の創設

（年3回－1回当たり2週間，50人）

・看護教員通信教育講座の創設

・看護婦救急医療業務実地修練費の新設

・看護教員養成講習会のか所数増

（10か所→14か所（1か所当たり45人））

・看護研イ朗汗究センターの充実

（看護教員養成課程（50人→60人））

②　福祉マンパワー等の養成力の拡充強化

（i）ホームヘルパーの研修制度の充実

ホームヘルパーの雇用形態の多様化に対応し

て，資質の向上を図るため，ホームヘルパーに

対する段階的研修システム（40時間，90時間，

360時間の3段階）を導入する。

○　ホームヘルパー講習会推進費

177百万円　→　180百万円

（ii）社会福祉従事職員の養成訓練の充実を図るた

め，社会福祉従事職員養成訓練費の拡充を行う。

○　社会福祉従事職員養成訓練費

660百万円　→　781百万円

社会事業学校委託事業（研究所の充実等）

・社会福祉職員研修センター委託事業

（社会福祉施設長特別研修課程の創設等）

・町村社会福祉担当職員特別研修事業

（研修期間5．5日間　→　7日間）

2．サービスの受け手の自立自助の促進

（1）寝たきり老人ゼロ作戦の推進

「高齢者保健福祉推進十か年戦略」に位置づけ

られた「寝たきり老人ゼロ作戦」の推進により，
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寝たきりの原因となる脳卒中等の発生の予防から

発症後のりハビリテーション，在宅イ呆健医蝶・福

祉サービス等を総合的に展開する等地域の創意工

夫を生かした施策を行う。

○　寝たきり老人ゼロ作戦の推進

6，144百万円のうち→7，969百万円のうち

・寝たきり老人ゼロ作戦等普及啓発推進事業

㊨133百万円

（都道府県に「寝たきりゼロ推進本部（仮

称）」を設置）

・「寝たきり老人ゼロ作戦実施点検要領」の作

成　　　　　　　　　　　　㊨　8百万円

（2）老人訪問看護制度の創設

在宅での生活を可能な限り送れるようにするた

め，在宅の寝たきり老人等に村する地域の医療関

係団体，市町村等の設置する訪問看護ステーショ

ン（仮称）による訪問看護を老人保健法上の事業

として創設する。

（3）介護機器の開発普及

介護機器は，高齢者等の在宅生活を支援する上

で極めて有効であることに鑑み，ニーズの多い介

護機器の開発目標を早期に立て，研究開発と普及

を進める。

3．国民皆参加によるサービスの提供

①　ボランティアの振興

（i）「ふれあいのまちづくI）事業」の創設等

地域特性に見合ったきめ細かな地域福祉を推

進する観点から，地域にニーズに応じた相談・

情報提供を行うふれあい福祉センターの設置を

行うとともに，援助を必要とする者に対する生

活支援地域福祉事業や，民生委員・児童委員を

中心としたほのぼのネット事業など，住民の参

加によりサービスが効率的，総合的に提供でき

る体制をつくる「ふれあいのまちづくり事業」

を創設する。

また，ボランティア活動の基盤を整備するた

め，「ボラントピア事業」などを引き続き実施す

る。

○　民間地域福祉活動費の充実

693百万円　→　910百万円

うちふれあいのまちづくり事業費（地域福

祉総合推進事業費）



㊨371百万円

【A型（社会福祉協議会と福祉施設が一体

となって行う事業）】

○　実施か所数　90か所

0　1か所当たり事業費14，618千円

○事業内容

・ふれあい福祉センターの設置運営（心

配ごと相談所の発展改組）

・選択事業（aほのぼのネット事業，b

生活支援地域福祉事業）

・各種モデル福祉サービスの実施

・福祉施設地域福祉活動啓発事業

【B型（福祉施設が主体となって行う事

業）】

○　実施か所数10か所

0　1か所当たり事業費　3，704千円

○　事業内容

・福祉施設地域福祉活動啓発事業

（ii）福祉公社等への助成

福祉公社等が行う地域におけるボランティア

事業の取組みを支援するため長寿社会福祉基金

による助成を引き続き充実する。（基金70，000百

万円）

6iカ　福祉教育の推進

次代を担う学童，生徒をボランティア予備軍

として位置付け，福祉マインドを醸成するため

の，福祉教育を推進する。

○　学童・生徒のボランティア活動普及事業

252百万円　→　314百万円

「●ボランティア協力買完芸
②　健康づくり事業の推進

3，712校　→

地域住民の多様なニーズに応じた健康なライフ

スタイルを確立するため，特に，高齢者について

は，健康診査の充実を図るほか，健康相談や健康

教育の充実等地域や家庭における生活の支援を目

指し，きめ細かな保健事業を実施する。

○　健康づくり対策

87，572百万円のうち→94，631百万円のうち

○　老人保健・保健事業

41，685百万円のうち→41，756百万円のうち

③　看護の日の制定

看護に対する国民の理解を深めるとともに，イ
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ノージアップを図るため，「看護の日」（5月12日

ナイチンゲール誕生の日），「看護週間」を制定，

記念式典事業の開催等により，国民への啓発活動

を行う。

O　「看護の日」制定記念行事経費

㊨13百万円

［その他早急に対応すべき事項］

1．看護職員の需給見通し等の策定

（1）看護職員需給見通しの見直し

看護職員需給見通しについては，平成元年5月

に策定したものであるが，その後，今世紀中に実

現を図るべき高齢者保健福祉推進十か年戦略が策

定されたほか，週40時間制，週休2日制，夜勤回

数の軽減，育児休業といった労働条件の改善に伴

う看護職員需要増にも対応する必要があり，今後

看護業務の合理化を図るとしても，当細見込んだ

よりもより多くの看護職員の需要が生じるものと

考えられる。このため，21世紀を迎えるにあたっ

ての看護職員の需給に関する長期的展望にたっ

て，2000年までの期間をにらんだ看護職員需給見

通しの見直しに早急に着手する必要がある。なお，

見直しは地方自治体の実情も十分踏まえて行うべ

きである。

（2）理学療法士，作業療法士の需給見通しの見直し

高齢者保健福祉推進十か年戦略による老人保健

施設の増設，寝たきり老人ゼロ作戦の展開等，新

たなりハビりテーションの需要が顕在化してきて

いること等から現行の理学療法士，作業療法士の

需給計画の総合的見直しを行う。

（3）社会福祉士，介護福祉士養成計画の策定

サービスの効率的供給のため社会福祉士のサー

ビスのコーディネーターとしての役割を明確化す

るとともに，介護サービスの質の向上を図るため，

将来においては介護福祉士の年間1万人以上の養

成をめぎすこととし，高齢者保健福祉推進十か年

戦略に見合った養成計画を策定する。

2．育児休業制度の推進

子供を持つ看護婦等が働きやすい職場をつくる

ため，民間の病院等においても育児休業制度を実
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施するための法制化が進められる必要がある。

3．その他の施策の検討

（1）看護職員等の教員養成のあり方の検討

看護職員等の養成機能強化，質の高い看護職員

等の確保を図るため，養成施設体系，質の高い教

員の養成等のあり方について検討する。

（2）社会福祉士，介護福祉士の養成強化，資質の向

上対策の検討

社会福祉士，介護福祉士の養成施設の充実・強

化，組織化により，養成力の飛躍的向上を進める
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とともに，職能団体の設立の支援等，その資質の

向上を図るための方策を検討する。また，介護福

祉士を含む介護業務に関わるマンパワーの資質向

上を図るために，介護内容についての科学的な研

究調査を進める。

おわりに

なお，今回の中間報告において，時間的になお

十分な検討を要するものについては，今後，引き

続き検討を行いとりまとめることとする。


